
＜ 筑波大学 東京キャンパス夜間大学院　A4パンフ／表紙＞

社会人のための夜間大学院
筑波大学東京キャンパス
令和2年度

社会人のための夜間大学院
筑波大学東京キャンパス
社会人のための夜間大学院
筑波大学東京キャンパス

筑波大学

筑波大学

経営学学位プログラム（2年）
Master’s Program in Business Administration（Two years）
法学学位プログラム（2年）
Master’s Program in Law（Two years）

経営学学位プログラム（3年）
Doctoral Program in Business Administration（Three years）
法学学位プログラム（3年）
Doctoral Program in Law（Three years）

スポーツウエルネス学学位プログラム（２年）
Master’s Program in Sport and Wellness Promotion（Two years）
カウンセリング学位プログラム（２年）
Master’s Program in Counseling（Two years）
リハビリテーション科学学位プログラム（2年）
Master’s Program in Rehabilitation Science（Two years）

スポーツウエルネス学学位プログラム（３年）
Doctoral Program in Sport and Wellness Promotion（Three years）
カウンセリング科学学位プログラム（３年）
Doctoral Program in Counseling Science（Three years）
リハビリテーション科学学位プログラム（3年）
Doctoral Program in Rehabilitation Science（Three years）

人文社会ビジネス科学学術院
Graduate School of Business Sciences, Humanities and Social Sciences

人間総合科学学術院
Graduate School of Comprehensive Human Sciences

ビジネス科学研究群
Degree Programs in Business Sciences

人間総合科学研究群
Degree Programs in Comprehensive Human Sciences

法曹専攻/法科大学院（３年）
Law School Program（Three years）
国際経営プロフェッショナル専攻/MBA-IB（２年）
MBA Program in International Business（Two years）

博士前期課程 Master’s Program

専門職学位課程
Professional Degree Programs

博士後期課程 Doctoral Program

博士前期課程 Master’s Program

博士後期課程 Doctoral Program

跡見学園高

跡見学園
女子短大部

貞静学園

茗渓会館

春日通り

竹早公園

第一中

共立会館

至東京 至本郷

至大塚
至池袋

交番
小石川五局

りそな銀行

窪町小

教育の森公園

文京スポーツセンター

ローソン

ローソン

ローソン

ファミリーマート

ファミリーマート

〒

お茶の水
女子大

茗荷谷駅

丸
ノ
内
線

筑波大学東京キャンパス
文京校舎

＜交通のご案内＞
東京メトロ 丸ノ内線「茗荷谷駅」下車・・・徒歩約3分

＜お問い合わせ先＞

東京キャンパス 社会人大学院（夜間）
筑波大学社会人大学院等支援室教務担当
〒112-0012 文京区大塚3-29－1

電話 03-3942-6918
社会人大学院等支援室（３３４：文京校舎３階）

東京キャンパス社会人大学院では，募集要項をはじめ様々な情報をWeb上で公開しております。

注）募集要項および過去問題は本Web上においてのみ公開しております。窓口での個別配布はございません。

＜URL＞

http://www.office.otsuka.tsukuba.ac.jp/
＜公開情報＞

●募集要項　　●過去問題　　●合格者発表

●大学院説明会（オープンキャンパス）　

●各専攻・コースのWebページリンク等

【注　意】

メールアドレスは公開しておりません。お問い合わせはWebページの専用フォームからお願いします。
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人文社会ビジネス科学学術院

人文社会ビジネス科学学術院 ビジネス科学研究群 経営学学位プログラム 【博士後期課程】
※本学位プログラムは，令和元年度以前の「ビジネス科学研究科企業科学専攻システムズ・マネジメントコース（博士後期課程）」に相当します。
　過去の応募状況，修了状況については，当該専攻の情報を用いています。
　Webサイト　http://www.gssm.otsuka.tsukuba.ac.jp/

　今日企業は，外においては経済のグローバル化，社会との複雑な
利害関係，また内においては柔軟な組織構成，急速に進歩する情報
技術の取り込みが求められ，これまでになく複雑かつ高度な『新た
な課題』に直面しています。
　これらの企業と社会システムの相互作用の中で生じるビジネス
の諸問題を研究対象として，２０単位のコースワークと６ステージの
論文指導によって，有職社会人が博士の学位を取得することを目指
すプログラムです。

　経営学とアナリティクスの融合を目指して，経営戦略，組織論，マー
ケティング，会計，ファイナンスなど経営学のコア領域に加え，現在の
ビジネスにおいて必須となりつつある統計科学，オペレーションズリ
サーチ等の数理科学，および人工知能，データマイニング，エージェ
ントベースシミュレーション，知識工学等の情報科学など，幅広い領
域で専門性の高い教育を実践しています。伝統的な経営学と先端
技術を融合することで，ビジネスの諸問題を対象として，分野横断的
かつ体系的な経営科学・数理・情報・システム科学の知識・思考にもと
づく分析・設計手法を駆使した教育・研究を行っています。

　講義・演習方式のコースワーク（２０単位以上）と６ステージの論
文指導からなります。博士前期課程において，博士論文の研究に
必要な基礎知識を網羅的に学習していることを前提として，コース
ワークによって博士論文の研究に必要な専門知識をさらに深める
ことが可能となっています。また，実際の企業経営者による講義に
接することも社会人大学院の特徴です。
　入学後，指導教員（主指導）を選び，最低２人の副指導とともに（複
数指導制）研究指導を受けます。博士論文の作成は，“研究計画”，
“サーベイ論文”，“中間論文”等々と続く６ステージを段階的に進む
ことになります。各ステージで，指導教員のみならず多くの教員から
コメントを得，論文を改訂して行きます。学生の負担は少なくありま
せんが６ステージを経て完成された博士論文には積極的に博士号
を与えています。
　１９９８年に最初の課程博士を送り出して以来，これまで多くの企
業家や大学教員を輩出しています。

共同指導体制
　社会人を主な対象とする博士課程であることから，ともすると狭い研
究領域に没頭しがちであるので，広い高度の知識と総合的な判断力を
有する高度の専門職業人の養成を目標として，指導教員による個別指
導に加えて,教員全員による共同指導体制をとっています。また，学生の
個別事情に応じて，できる限り弾力的な履修指導が提供されます。

論文作成の進行管理
　時間的制約の大きい社会人学生が最終的な研究成果である博士
論文を３年間で完成させるためには，当面の目標をはっきりさせつつ
順次進んでいくことが必要です。そのため，論文作成のステップを明
確に細分化して，各ステップごとの指導の区切りをつける意味で定期
的に「中間報告会」を開催し全教員による共同指導を実施していま
す。法学学位プログラム（博士前期課程）と同じように，「問題解決型」
の教育を行い，創造的な学問を行うことを目指しています。

平成30年度
定員
23

志願者数
14

合格者数
9

入学者数
8

令和元年度
定員
23

志願者数
14

合格者数
6

入学者数
5

令和2年度
定員
6

志願者数
11

合格者数
8

入学者数
7

平成30年度
定員
23

志願者数
60

合格者数
16

入学者数
15

令和元年度
定員
23

志願者数
38

合格者数
16

入学者数
15

令和2年度
定員
15

志願者数
35

合格者数
15

入学者数
15

令和2年度入学者／15名（男性12名，女性3名）

②出身学部等

③勤務先状況

応募状況

修了状況

入学者関係データ

教育方法

経営学・商学系
（12人）

政治学（1人）
理工学系（2人）

金融・保険・証券
（3人）

情報・ソフトウェア（1人）

製造業（3人）

公官庁・団体（1人） コンサルティング
（3人）

研究・教育（3人）

サービス（1人）

領　域

①年齢分布（平均年齢41.9歳）

30-39歳（6人）

40-49歳（5人）

50-59歳（4人）

②出身学部等

③勤務先状況

法学系（6人）

経営学商学系
（1人）

教育（1人）

無職（1人）

医薬品・
医療機器関連
（1人）

公官庁・団体（2人）

情報・ソフトウェア
（2人）

①年齢分布（平均年齢49.4歳）

30-39歳（1人）

40-49歳（2人）

60-69歳（1人）

50-59歳（3人）

人文社会ビジネス科学学術院 ビジネス科学研究群 法学学位プログラム 【博士後期課程】
※本学位プログラムは，令和元年度以前の「ビジネス科学研究科企業科学専攻企業法コース（博士前期課程）」に相当します。
　過去の応募状況，修了状況については，当該専攻の情報を用いています。
　Webサイト　http://www.blaw.gsbs.tsukuba.ac.jp/

　今日の企業は，事業活動のグローバル化，社会の高度情報化，価
値観の多様化等に伴って，様々な法的課題に直面しており，これら
の法的課題の本質を的確に把握し，求められる解決策を提示でき
る人材の育成が急務になっています。すなわち，実務経験を背景と
した広い視野と知識に加えて，法に関する深い専門的知見が必要
であり，社会人を対象とした大学院レベルでの高度な法学専門教
育へのニーズは益々高まっているといえます。
　本プログラムでは，実務と研究の相互作用を重視し，国際的な視
野に立って専門の研究分野を深めるという方針の下，外国法に関す
る研究をベースとしながら，多様な法的課題に対応した研究領域を
通じて多角的視点から追求する場を提供します。

令和2年度入学者／7名（男性4名，女性3名）

特　色

領　域

特　色 応募状況

修了状況

入学者関係データ

教育方法

経　営 マーケティング 会　計 ファイナンス
コア領域

統計科学 数理科学 情報科学
基盤科学技術

　主な研究領域は次のとおりです。
●企業のグローバル化分野
　アメリカ法，イギリス法，フランス法，ドイツ法，アジア法，外国会社
法，国際租税計画，ドイツ法原典講読，イギリス法原典講読，フラン
ス法原典講読，ｲﾀﾘｱ法原典講読，米国民事訴訟法，ドイツ民事訴訟
法，ヨーロッパ外書講読,ドイツ法判例講読，国際取引と国際私法，
外国証券法特殊講義，外国資本市場法 
●企業組織と金融分野
　現代株式会社法，国際会社法，現代信託法，比較金融法，現代契約
法，企業組織再編と法、現代民事金融法
●情報テクノロジーと企業分野
　知的財産法による情報財保護，電子社会と法，現代知的財産法，
企業ノウハウと従業員，欧米知的財産法，アメリカ知的財産法，比
較知的財産法，知的財産法の現代的課題、外国知的財産法
●社会・経済法分野
　市場経済と競争法，比較労働法の基礎，現代社会保障法

43
平成29年度 平成30年度

1
令和元年度

51
平成29年度 平成30年度

5
令和元年度

31
平成29年度 平成30年度

0
令和元年度

※令和元年まではシステムズ・マネジメントコースと企業法コースを合わせて23名の定員 ※令和元年まではシステムズ・マネジメントコースと企業法コースを合わせて23名の定員

※令和2年度以降入学者の取得単位は「経営学」となります。

博士（システムズ・マネジメント）

博士（経営学）

企業科学専攻/企業法コース
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ビジネス科学研究群
人文社会ビジネス科学学術院

博士前期課程

＜注意事項＞

専門職学位課程

博士後期課程

募集要項は下表に記載の日程によりＷｅｂ上で公開します。平成３０年度入学試験から出願方法はWeb入力による出願に変更となりました。
（詳細は、募集要項をご確認ください。） オープンキャンパスの開催時間等の詳細についてもＷｅｂ上で公開しますので,ご確認ください。

令和3年度 東京キャンパス大学院  募集状況等

令和2年（2020年）度に実施する大学院入試は，以下URLのサイトをご確認願います。 

令和3（2021）年度筑波大学大学院入試において、新型コロナウイルス感染症拡大等の今後の状況によっては、

オンラインで入試を実施する等、入試方法等を変更して実施する可能性があります。

また、入試方法等の変更に伴い、入試日を追加する可能性があります。

入試に関する最新情報は、「大学ホームページ」及び「募集要項サイト」のお知らせ欄にて公表しますので、随時確認してください。　

大学院入試スケジュール
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
http://www.tsukuba.ac.jp/admission/graduate/information.html

筑波大学 東京キャンパス
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
http://www.office.otsuka.tsukuba.ac.jp/

  人文社会ビジネス科学学術院
ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士前期・博士後期）
経営学学位プログラム（博士前期・博士後期）

法曹専攻
国際経営プロフェッショナル専攻
　
  人間総合科学学術院
人間総合科学研究群 東京キャンパス
カウンセリング学位プログラム（博士前期）
カウンセリング科学学位プログラム（博士後期）
リハビリテーション科学学位プログラム（博士前期・博士後期）
スポーツウエルネス学学位プログラム（博士前期・博士後期））

令和3年度東京キャンパス大学院 入学試験関係日程（令和2年度実施）

学位プログラム 学　位 その他（経済支援制度）

経営学学位プログラム

法学学位プログラム

修士（経営学）

修士（法学）

30名

33名

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金

募集定員（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

学位プログラム 学　位 その他（経済支援制度）

経営学学位プログラム

法学学位プログラム

博士（経営学）

博士（法学）

15名

6名

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金

募集定員（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

専　　　攻 学　位 その他（経済支援制度）

※は、国際経営プロフェッショナル専攻のみ対象　★は法曹専攻のみ対象

国際経営
プロフェッショナル専攻

法曹専攻
（法科大学院）

国際経営修士
（専門職）

法務博士
（専門職）

30名

36名

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：402,000円
後期：402,000円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金 ※
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金
長期履修制度 ★

募集定員（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

専　　　攻 学　位 その他（経済支援制度）

★はスポーツウエルネス学学位プログラムのみ対象

スポーツウエルネス学
学位プログラム

カウンセリング
学位プログラム

リハビリテーション科学
学位プログラム

修士
（スポーツウエルネス学）

修士
（カウンセリング）

修士
（リハビリテーション科学）

24名

23名

23名

282,000円

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金 
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金
長期履修制度 ★

募集定員
（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

専　　　攻 学　位 その他（経済支援制度）

★はスポーツウエルネス学学位プログラムのみ対象

スポーツウエルネス学
学位プログラム

カウンセリング科学
学位プログラム

リハビリテーション科学
学位プログラム

博士
（スポーツウエルネス学）

博士
（カウンセリング科学）

博士
（リハビリテーション科学）

3名

4名

4名

282,000円

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金 
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金
長期履修制度 ★

募集定員
（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

人間総合科学学術院人間総合科学研究群（東京地区4プログラム）
博士前期課程

博士後期課程
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ビジネス科学研究群
人文社会ビジネス科学学術院

博士前期課程

＜注意事項＞

専門職学位課程

博士後期課程

募集要項は下表に記載の日程によりＷｅｂ上で公開します。平成３０年度入学試験から出願方法はWeb入力による出願に変更となりました。
（詳細は、募集要項をご確認ください。） オープンキャンパスの開催時間等の詳細についてもＷｅｂ上で公開しますので,ご確認ください。

令和3年度 東京キャンパス大学院  募集状況等

令和2年（2020年）度に実施する大学院入試は，以下URLのサイトをご確認願います。 

令和3（2021）年度筑波大学大学院入試において、新型コロナウイルス感染症拡大等の今後の状況によっては、

オンラインで入試を実施する等、入試方法等を変更して実施する可能性があります。

また、入試方法等の変更に伴い、入試日を追加する可能性があります。

入試に関する最新情報は、「大学ホームページ」及び「募集要項サイト」のお知らせ欄にて公表しますので、随時確認してください。　

大学院入試スケジュール
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
http://www.tsukuba.ac.jp/admission/graduate/information.html

筑波大学 東京キャンパス
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
http://www.office.otsuka.tsukuba.ac.jp/

  人文社会ビジネス科学学術院
ビジネス科学研究群
法学学位プログラム（博士前期・博士後期）
経営学学位プログラム（博士前期・博士後期）

法曹専攻
国際経営プロフェッショナル専攻
　
  人間総合科学学術院
人間総合科学研究群 東京キャンパス
カウンセリング学位プログラム（博士前期）
カウンセリング科学学位プログラム（博士後期）
リハビリテーション科学学位プログラム（博士前期・博士後期）
スポーツウエルネス学学位プログラム（博士前期・博士後期））

令和3年度東京キャンパス大学院 入学試験関係日程（令和2年度実施）

学位プログラム 学　位 その他（経済支援制度）

経営学学位プログラム

法学学位プログラム

修士（経営学）

修士（法学）

30名

33名

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金

募集定員（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

学位プログラム 学　位 その他（経済支援制度）

経営学学位プログラム

法学学位プログラム

博士（経営学）

博士（法学）

15名

6名

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金

募集定員（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

専　　　攻 学　位 その他（経済支援制度）

※は、国際経営プロフェッショナル専攻のみ対象　★は法曹専攻のみ対象

国際経営
プロフェッショナル専攻

法曹専攻
（法科大学院）

国際経営修士
（専門職）

法務博士
（専門職）

30名

36名

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：402,000円
後期：402,000円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金 ※
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金
長期履修制度 ★

募集定員（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

専　　　攻 学　位 その他（経済支援制度）

★はスポーツウエルネス学学位プログラムのみ対象

スポーツウエルネス学
学位プログラム

カウンセリング
学位プログラム

リハビリテーション科学
学位プログラム

修士
（スポーツウエルネス学）

修士
（カウンセリング）

修士
（リハビリテーション科学）

24名

23名

23名

282,000円

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金 
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金
長期履修制度 ★

募集定員
（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

専　　　攻 学　位 その他（経済支援制度）

★はスポーツウエルネス学学位プログラムのみ対象

スポーツウエルネス学
学位プログラム

カウンセリング科学
学位プログラム

リハビリテーション科学
学位プログラム

博士
（スポーツウエルネス学）

博士
（カウンセリング科学）

博士
（リハビリテーション科学）

3名

4名

4名

282,000円

282,000円

282,000円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

前期：267,900円
後期：267,900円

入学料・授業料免除制度
教育訓練給付金 
日本学生支援機構及び
民間団体等奨学金
長期履修制度 ★

募集定員
（社会人） 入学料（令和元年度例） 授業料（令和元年度例）

人間総合科学学術院人間総合科学研究群（東京地区4プログラム）
博士前期課程

博士後期課程



＜ 筑波大学 東京キャンパス夜間大学院　A4パンフ／表紙＞

社会人のための夜間大学院
筑波大学東京キャンパス
令和2年度

社会人のための夜間大学院
筑波大学東京キャンパス
社会人のための夜間大学院
筑波大学東京キャンパス

筑波大学

筑波大学

経営学学位プログラム（2年）
Master’s Program in Business Administration（Two years）
法学学位プログラム（2年）
Master’s Program in Law（Two years）

経営学学位プログラム（3年）
Doctoral Program in Business Administration（Three years）
法学学位プログラム（3年）
Doctoral Program in Law（Three years）

スポーツウエルネス学学位プログラム（２年）
Master’s Program in Sport and Wellness Promotion（Two years）
カウンセリング学位プログラム（２年）
Master’s Program in Counseling（Two years）
リハビリテーション科学学位プログラム（2年）
Master’s Program in Rehabilitation Science（Two years）

スポーツウエルネス学学位プログラム（３年）
Doctoral Program in Sport and Wellness Promotion（Three years）
カウンセリング科学学位プログラム（３年）
Doctoral Program in Counseling Science（Three years）
リハビリテーション科学学位プログラム（3年）
Doctoral Program in Rehabilitation Science（Three years）

人文社会ビジネス科学学術院
Graduate School of Business Sciences, Humanities and Social Sciences

人間総合科学学術院
Graduate School of Comprehensive Human Sciences

ビジネス科学研究群
Degree Programs in Business Sciences

人間総合科学研究群
Degree Programs in Comprehensive Human Sciences

法曹専攻/法科大学院（３年）
Law School Program（Three years）
国際経営プロフェッショナル専攻/MBA-IB（２年）
MBA Program in International Business（Two years）

博士前期課程 Master’s Program

専門職学位課程
Professional Degree Programs

博士後期課程 Doctoral Program

博士前期課程 Master’s Program

博士後期課程 Doctoral Program

跡見学園高

跡見学園
女子短大部

貞静学園

茗渓会館

春日通り

竹早公園

第一中

共立会館

至東京 至本郷

至大塚
至池袋

交番
小石川五局

りそな銀行

窪町小

教育の森公園

文京スポーツセンター

ローソン

ローソン

ローソン

ファミリーマート

ファミリーマート

〒

お茶の水
女子大

茗荷谷駅

丸
ノ
内
線

筑波大学東京キャンパス
文京校舎

＜交通のご案内＞
東京メトロ 丸ノ内線「茗荷谷駅」下車・・・徒歩約3分

＜お問い合わせ先＞

東京キャンパス 社会人大学院（夜間）
筑波大学社会人大学院等支援室教務担当
〒112-0012 文京区大塚3-29－1

電話 03-3942-6918
社会人大学院等支援室（３３４：文京校舎３階）

東京キャンパス社会人大学院では，募集要項をはじめ様々な情報をWeb上で公開しております。

注）募集要項および過去問題は本Web上においてのみ公開しております。窓口での個別配布はございません。

＜URL＞

http://www.office.otsuka.tsukuba.ac.jp/
＜公開情報＞

●募集要項　　●過去問題　　●合格者発表

●大学院説明会（オープンキャンパス）　

●各専攻・コースのWebページリンク等

【注　意】

メールアドレスは公開しておりません。お問い合わせはWebページの専用フォームからお願いします。



ビジネス科学研究群

法学学位プログラム

（博士後期課程）



令和 2 年度 法学学位プログラム⼊学学⽣ 
       企業法学専攻在籍学⽣    各位 
                               令和 2 年 4 ⽉ 1 ⽇   
                           法学学位プログラムリーダー   

                               川⽥ 琢之    
                                企業法学専攻⻑ 
                                 平嶋 ⻯太 
新型コロナウィルス感染拡⼤による令和 2 年度授業 

カリキュラムの⼀部変更について 

 
新型コロナウィルス感染症の拡⼤防⽌の観点から、令和 2 年度法学学位プログラム（博

⼠前期課程）/企業法学専攻の授業カリキュラム及び授業⽅法の⼀部について、以下のよう
に変更する措置を採ることと致しました。 
 なお、法学学位プログラム/企業法学専攻においては、受講者の皆さまを始めとする関係
者の健康確保に留意しつつ、もっとも効果的なプログラム/専攻の教育を実施すべく、新型
コロナウィルス感染症をめぐる事態の推移を注視するとともに、授業の実施やその⽅法の
あり⽅を模索し続けております。このため、法学学位プログラム/企業法学専攻のカリキュ
ラム、授業⽅法につきましては、今後、更なる変更等がなされる可能性があります。こうし
た新たな情報については、今後も随時お知らせして参ります。 
 
１. 授業の実施⽅法の変更（遠隔授業） 

春Ａモジュールの授業について、オンラインコミュニケーションサービス「zoom」を使
⽤し、講義を⾏います。受講者はご⾃宅その他のインターネット接続ができる環境にお
いて、各授業の講義時間にＰＣ等を準備し、待機してください。「zoom」の詳しい使⽤
⽅法については、別途お知らせするマニュアルを参照してください。 

  
２．法学学位プログラム（博⼠後期課程）の授業の延期 
  春Ａモジュールに予定しておりました、以下の科⽬（いずれも博⼠後期課程の科⽬です

が、前期課程（修⼠課程）の院⽣も履修可能です）についての授業開始時期を春Ｂへ延
期いたします。振替については、後⽇連絡いたします。 

 ・⽐較知的財産法 
 ・⽶国⺠事訴訟法 
 ・国際課税計画Ⅰ（企業法学専攻は国際課税計画Ⅱ） 



大学院関係：東京キャンパス

曜日 曜日

月 月

1 2 3 4 春季休業4.1-4.3 1 2 3 開学記念日10.1

5 6 7 8 9 10 11 入学式4.4、新入生オリエンテーション4.4 4 5 6 7 8 9 10 秋学期授業開始10.1

12 13 14 15 16 17 18 春学期授業開始4.7 11 12 13 14 15 16 17

19 20 21 22 23 24 25 18 19 20 21 22 23 24

26 27 28 29 30 25 26 27 28 29 30 31

1 2 1 2 3 4 5 6 7

3 4 5 6 7 8 9 8 9 10 11 12 13 14 11.14臨時休業（入学試験実施）

10 11 12 13 14 15 16 15 16 17 18 19 20 21

17 18 19 20 21 22 23 22 23 24 25 26 27 28

24 25 26 27 28 29 30 29 30

31

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5

7 8 9 10 11 12 13 6 7 8 9 10 11 12

14 15 16 17 18 19 20 13 14 15 16 17 18 19

21 22 23 24 25 26 27 20 21 22 23 24 25 26

28 29 30 27 28 29 30 31 冬季休業12.27-1.4

1 2 3 4 1 2

5 6 7 8 9 10 11 3 4 5 6 7 8 9

12 13 14 15 16 17 18 10 11 12 13 14 15 16

19 20 21 22 23 24 25 17 18 19 20 21 22 23

26 27 28 29 30 31 春学期授業終了7.29 24 25 26 27 28 29 30

31 秋学期授業終了1.26

1 春ABCモジュール期末試験7.25, 7.28, 7.30, 7.31, 8.5 1 2 3 4 5 6 秋ABCモジュール期末試験1.21, 1,22, 1,27, 1.30, 2.2 

2 3 4 5 6 7 8 予備日8.1, 8.4, 8.6 7 8 9 10 11 12 13 予備日1.28, 1.29, 2.3

9 10 11 12 13 14 15 夏季休業8.7-9.30 14 15 16 17 18 19 20 春季休業2.4-3.31

16 17 18 19 20 21 22 21 22 23 24 25 26 27

23 24 25 26 27 28 29 28

30 31

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 6

6 7 8 9 10 11 12 7 8 9 10 11 12 13

13 14 15 16 17 18 19 14 15 16 17 18 19 20

20 21 22 23 24 25 26 21 22 23 24 25 26 27 大学院学位記授与式3.27

27 28 29 30 28 29 30 31
授業
日数 ⑮ ⑮ ⑮ ⑮ ⑮ 授業

日数 ⑮ ⑮ ⑮ ⑮ ⑮
(注)

1 ．太字は、国民の祝日に関する法律による休日（振替え休日含む）を示す（ただし、春分の日は予定である） ※ 各学期は、A,B.Cの3つのモジュールに分かれます。
2 ．期末試験日は で示し、試験予備日を で示す。（実施しない科目もあり。） Aモジュール
3 ．休業日は で示す。 Bモジュール
4 ．入学式・新入生オリエンテーション・学位記授与式は で示す。 Cモジュール
5 ．11月14日(土)は入学試験関係で全日臨時休業とする予定。

令和2年度学年暦カレンダー【東京地区】

春　学　期 秋　学　期

日 月 火 水 木 金 土 金 土 備考

４
月

10
月

備考 日 月 火 水 木

５
月

11
月

６
月

12
月

９
月

３
月

７
月

１
月

８
月

２
月



 ① 開設授業科目

科目番号 科目名
授業
方法

単位
数

標準履修
年次

実施学期 曜時限 教室 担当教員 授業概要 備考

0BD5001 ビジネスマネジメント特別演習Ⅰ‐Ⅰ 1前
経営学学位プログラム
（博士後期課程）にて開講
東京キャンパス

0BD5002 マーケティング・サイエンス持論 1.2.3前
経営学学位プログラム
（博士後期課程）にて開講
東京キャンパス

0BD5003 経営戦略総論 1.2.3後
経営学学位プログラム
（博士後期課程）にて開講
東京キャンパス

0BD5004 財務会計持論 1.2.3前
経営学学位プログラム
（博士後期課程）にて開講
東京キャンパス

0BD5005 知能情報システム 1.2.3後
経営学学位プログラム
（博士後期課程）にて開講
東京キャンパス

イ　法学関連科目　共通専門科目

科目番号 科目名
授業
方法

単位
数

標準履修
年次

実施学期 曜時限 教室 担当教員 授業概要 備考

0BDL501 企業法特別研究I 2 1.0 1 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって院生が希望する「企業法
研究」について、研究方法を検討し、研究方針
を立てさせることを目標とし、演習形式で1年次
に開講する。

履修申請は1年次の春A期間

0BDL502 企業法特別研究II 2 1.0 1 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、1年次に開講
する。法学学位プログラム(前期)で提供されて
いる「法文献学パート1」の知識を応用し、我が
国における過去の研究等を調査させ、参考文献
を収集・整理させることを目標とする。

履修申請は1年次の春A期間

0BDL503 企業法特別研究III 2 1.0 1 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、1年次に開講
する。院生の研究テーマに関連のある「外国
法」について、文献を調査させ、資料を収集・
整理させる。最後に、博士論文の研究課題を確
定させることを目標とする。

履修申請は1年次の春A期間

0BDL504 企業法特別研究IV 2 1.0 2 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、2年次に開講
する。主要参考文献(主に邦文)の講読を行い、
問題点を検討し、博士論文の内容について推敲
させることを目標とする。

履修申請は2年次の春A期間

0BDL505 企業法特別研究V 2 1.0 2 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、2年次に開講
する。主要参考文献(主に外国法)の講読を行
い、問題点を検討し、博士論文の内容について
推敲させる。日本法を中心とした比較法的研究
とするか、もっぱら外国法・国際法的研究とす
るか、この段階で決めさせることを目標とする

履修申請は2年次の春A期間

0BDL506 企業法特別研究VI 2 1.0 2 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、2年次に開講
する。問題点ごとに検討を深め、博士論文の全
体構想を作らせることを目標とする。最後に、
論文の中間報告を行わせる。

履修申請は2年次の春A期間

0BDL507 企業法特別研究VII 2 1.0 3 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、3年次に開講
する。中間報告に基づいて博士論文の最初の草
稿を作成する。その草稿を批判的に検討し、不
十分な点を補充させることを目標とする。この
部分では、「法文献学パート2」の知識を応用さ
せることになる。

履修申請は3年次の春A期間

0BDL508 企業法特別研究VIII 2 1.0 3 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、3年次に開講
する。引用文献が適切かどうかを検討し、院生
の草稿全体にわたる見直しを行い、必要な手直
しを行わせることを目標とする。

履修申請は3年次の春A期間

0BDL509 企業法特別研究IX 2 1.0 3 通年 随時
企業法コース研究指
導担当教員

研究指導教員によって演習形式で、3年次に開講
する。博士論文の体裁等を見直すことを目標と
し、完成に向けて最終指導にあたる。

履修申請は3年次の春A期間

0BDL510 現代企業法特殊講義 1 1.0 1 - 3

企業法分野における現代的課題のうち,重要なト
ピックを取り上げて講義する.

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL511 スポーツと法 1 1.0 1 - 3

スポーツをめぐる法的問題を実際に直面してい
る問題にも言及しつつ,オムニバス方式で検討す
る.スポーツ事故,スポーツと人権,スポーツと知
的財産法,スポーツと契約などを取り上げる予定
である.

2020年度開講未定
非常勤講師

ア　研究群共通科目

法学学位プログラム　博士後期課程

3.　人文社会ビジネス科学学術院　ビジネス科学研究群
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0BDL512 現代行政法 1 1.0 1 - 3
行政法の基礎を説明した後、いくつかの裁判例
を取り上げて検討する。

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL513 行政法 1 1.0 1 - 3

行政法の基礎を説明した後、新聞記事を用いつ
つ行政法に関するトピックについて検討・議論
する。

非常勤講師

0BDL514 現代家族法 1 1.0 1 - 3

民法の親族法・相続法領域について、重要なト
ピックごとに講義する。 非常勤講師

0BDL515 企業法特殊研究I 4 1.0 1 - 3

企業法に関するトピックを取り上げ、その理論
的な問題点を掘り下げて研究する。

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL516 企業法特殊研究II 4 1.0 1 - 3

企業法に関するトピックを取り上げ、その理論
的な問題点を掘り下げて研究する。

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL517 企業法特殊研究III 1 1.0 1 - 3

企業法に関するトピックを取り上げ、その理論
的な問題点を掘り下げて研究する。

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL518 企業法特殊研究Ⅳ 1 1.0 1 - 3
2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL519 企業法特殊研究Ⅴ 1 1.0 1 - 3
2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL520 企業法特殊研究Ⅵ 1 1.0 1 - 3
2020年度開講未定
非常勤講師

ウ　専門科目　(選択科目)　【企業のグローバル化分野】

科目番号 科目名
授業
方法

単位
数

標準履修
年次

実施学期 曜時限 教室 担当教員 授業概要 備考

0BDL606 外国会社法 1 1.0 1 - 3 弥永真生

諸外国(主として、アメリカ、EUまたはEU/EEA構
成国、コモンウェルス諸国)における会社法関連
あるいは会計制度に関連する外国語文献を題材
に、講義形式で概説する。参加者に報告を求
め、科目担当者がコメントを加え、補足する等
をする一方で参加者間で議論を行う。

西暦奇数年度開講

0BDL607 国際租税計画I 1 1.0 1 - 3 春AB 土7 436 栗原 克文

税制を理解する上では、国際的な税制の潮流、
各国における多様な税制、クロスボーダーでビ
ジネスを展開する企業の取引慣行と税のプラン
ニング、過度な租税回避行為に対する各国での
対応等を理解することが有効である。本科目で
は、これらの内容について英文資料の講読によ
り理解を深めていく。
それぞれの英文資料につき担当の受講者を定
め、各受講者は担当英文資料についての報告
ペーパーを作成し、授業でのプレゼンテーショ
ンを行い、これを踏まえてクラス全体で討議す
る（プレゼンテーション、討議は日本語で行
う）。

西暦偶数年度開講

0BDL608 国際取引と国際私法 1 1.0 1 - 3 秋A 木7,8 320 藤澤 尚江

それぞれの英文資料につき担当の受講者を定
め、各受講者は担当英文資料についての報告
ペーパーを作成し、授業でのプレゼンテーショ
ンを行い、これを踏まえてクラス全体で討議す
る(プレゼンテーション、討議は日本語で行
う)。

0BDL609 米国民事訴訟法 1 1.0 1 - 3 春AB 土6 320 大渕 真喜子

米国の民事訴訟法に関する文献を講読し、講義
形式で概説する。主に連邦裁判所を中心とする
民事訴訟手続のアウトラインを理解することを
目的とする。講読する文献の分野や内容は、年
度によって異なる。米国連邦民事訴訟法に関す
る基礎的な英語文献を講読し、米国連邦民事訴
訟法に関する基本的知識の習得を目的とする。
報告担当者が講読予定部分をあらかじめ邦訳し
たレジュメをメールによって事前に受講者全員
に配布し、各受講者においてこれを検討してい
ることを前提として、受講者全員で議論を行
う。必要に応じて、テキスト中の重要判例等も
検討しておくことが望ましい。

西暦偶数年度開講

0BDL610 ドイツ民事訴訟法 1 1.0 1 - 3 大渕 真喜子

ドイツの裁判制度、民事訴訟手続に関する文献
を講義形式で概説した後、講読する。講読する
文献の分野や内容は、年度によって異なる。ド
イツ民事手続法に関する基本的なドイツ語文献
を講読する。文献は、特定の論点に関するもの
を読み込むというより、できる限りドイツの学
説・判例を読む際にベースとなるような基本的
な知識等が得られるような文献を選定する予定
である。報告担当者が講読予定部分をあらかじ
め邦訳したレジュメをメールによって事前に受
講者全員に配布し、各受講者においてこれを検
討していることを前提として、受講者全員で議
論を行う。専門用語を含めて正確に文意を把握
することだけでなく、文献を理解するために必
要な背景的あるいは基礎的知識を習得すること
も目的としているので、それらの知識等につい
ては、適宜演習の中で触れていく。ドイツ語の
文法等の基礎知識があることが望ましい。

西暦奇数年度開講
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0BDL611 外国資本市場法 1 1.0 1 - 3 木村 真生子

諸外国の証券規制に関する基礎的な文献または
最新のトピックを扱う論文を講読すること等を
通じて、証券規制の理論的な問題について検討
を深めることを目的とする。授業はゼミ形式で
行う。各回報告担当者を決め、その報告をもと
に参加者全員で議論する。博士論文を執筆する
ための研究へのアプローチ方法についても学
ぶ。

西暦奇数年度開講

0BDL612 国際租税計画II 1 1.0 1 - 3 秋AB 土7 320 本田　光宏

国際課税の最先端の問題(租税条約法に関する問
題を含む。)を論じている外国語文献を講読す
る。授業は、講義形式で実施し、少人数でテー
マについて議論する。報告者・質問者が予め割
り当てられた範囲・テーマ等について報告及び
質疑を行い、その後、受講者全員で、提示され
た論点や枠組み等について議論し、国際課税の
最先端のテーマについての理解を深める。な
お、講読する外国語文献のテーマや内容は、年
度によって異なる。

西暦偶数年度開講

0BDL613 アメリカ会社法 1 1.0 1 - 3 萬澤 陽子

設立、株式、資金調達、株主総会、取締役会、
独立取締役、執行役員、会社と取締役との関
係、組織再編行為など多くの分野の中から、当
該年度にふさわしいと考えられる、いくつかの
重要なトピックを取り上げ、主としてデラウェ
ア州会社法及び模範事業会社法ならびに会社法
に係る裁判例及びlandmarkとなっている論文や
近年の論文を題材として、担当教員による講義
形式によって行う。

西暦奇数年度開講

0BDL614 アメリカ証券取引法 1 1.0 1 - 3 秋C 土4,5 320 萬澤 陽子

主として1934年証券取引所法及び1933年証券
法、証券取引委員会(SEC)によるエンフォースメ
ント、州法・コモンローなどがカバーしている
証券取引に係る法を範囲として、当該年度にふ
さわしいと考えられる、いくつかの重要なト
ピックを取り上げ、制定法としての連邦法(主と
して証券法及び証券取引所法)・州法およびそれ
らに係る裁判例のみならず、コモンローとして
証券取引に関して形成されてきた法準則及び
landmarkとなっている論文や近年の論文を題材
として、担当教員による講義形式によって行
う。

西暦偶数年度開講

0BDL615 アメリカ法 1 1.0 1 - 3
アメリカ法を概説する. 2020年度開講未定

非常勤講師

0BDL616 イギリス法 1 1.0 1 - 3
イギリス法を概説する. 2020年度開講未定

非常勤講師

0BDL617 フランス法 1 1.0 1 - 3
フランス法を概説する. 2020年度開講未定

非常勤講師

0BDL618 ドイツ法 1 1.0 1 - 3

ドイツの民商法を中心として,ドイツ法の基礎的
な法原理を概説する.また,企業法に関する重要
な法律問題を重点的に論じる.

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL619 アジア法 1 1.0 1 - 3

企業がグローバルに事業展開する上で必須の機
能である「国際企業法務」を、中国・香港など
のアジアをテーマとして概観する。将来、企業
の法務部門や事業部門で、アジア関係業務を中
心に実務的な専門性を深めて活躍したい参加者
を想定している。基本的な民商法・経済関係
法・国際取引法の知識を習得していることが望
ましいが、必須ではない。なお、知的財産法は
扱わない。

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL620 ドイツ法原典講読 1 1.0 1 - 3
ドイツ法についての基本的文献を講読する. 2020年度開講未定

非常勤講師

0BDL621 イギリス法原典講読 1 1.0 1 - 3
イギリス法についての基本的文献を講読する. 2020年度開講未定

非常勤講師

0BDL622 フランス法原典講読 1 1.0 1 - 3
フランス法についての基本的文献を講読する. 2020年度開講未定

非常勤講師

0BDL623 ドイツ法判例講読 1 1.0 1 - 3 ドイツ法についての基本的判例を講読する. 2020年度開講せず

0BDL624 外国証券法特殊講義I 1 1.0 1 - 3

米国及びEUの資本市場制度について、英語の文
献を用いながら、日本法との比較検討を行う。

非常勤講師

0BDL625 租税法特論 1 1.0 1 - 3

配付する講義資料に従い、国税徴収法の内容、
すなわち実体法の部分としての租税債権の優先
権や第二次納税義務及び手続法の部分としての
滞納処分等の手続の内容及びその問題点につい
て講義する。必要に応じ、民事における債権回
収手続である民事執行法との比較もしながら国
税徴収法の理解を深める。

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL626 イタリア法原典講読 1 1.0 1 - 3
イタリアの民事法または商事法(企業会計を含
む)に関する文献を講読する

西暦奇数年度開講
2020年度開講せず

0BDL627 ドイツ税法 1 1.0 1 - 3

ドイツ税法の基本的理解・知識を得ることを目
的として、課税理論および各租税制度の体系
(国・地方間)を整理した上で、法人税、所得
税、消費税(売上税)および租税手続法の概略に
ついても講義を行う。合わせて、EU租税法の最
新の議論・判例についても適宜言及したいと考
えている。なお、講義は原則として日本語で行
うが、受講者には、ドイツ語の初級(大学の初修
(第二)外国語)程度の知識があると望ましい。
(今後、学習予定の場合も受講可。)なお、受講
生の理解の程度または希望により、授業計画を
多少変更することもありうる旨了承されたい。

2020年度開講未定
非常勤講師
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0BDL628 国際消費者法 1 1.0 1 - 3

製品安全や消費者契約をめぐる現代消費者法の
国際的展開を、ISO国際規格などグローバルな規
範形成の現状と、EUや諸外国の法制度の発展動
向とに注目しながら検討する。

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL629 ドイツ会社法 4 1.0 1 - 3

ドイツ会社法についての基本的文献を購読しな
がら、ドイツ会社法の基礎を学ぶ。

2020年度開講未定
非常勤講師

ウ　専門科目　(選択科目)　【企業組織と金融分野】

科目番号 科目名
授業
方法

単位
数

標準履修
年次

実施学期 曜時限 教室 担当教員 授業概要 備考

0BDL701 現代株式会社法 1 1.0 1 - 3 春C以降 後日掲示 320 弥永 真生

株式会社法における解釈上および法政策上の現
代的諸問題を取り上げ、比較法的観点も考慮す
る。具体的なテーマの選択については、受講者
と相談の上、決定する。参加者に報告を求め、
科目担当者がコメントを加え、補足する等をす
る一方で参加者間で議論を行う。授業は講義形
式で行う。

西暦偶数年度開講

0BDL706 比較金融法 1 1.0 1 - 3 秋B 木7,8 436 弥永 真生

諸外国(主としてアメリカ、EUおよびEUまたは
EEA構成国、コモンウェルス諸国)における金融
法に関連する文献を題材に、参加者に報告を求
め、科目担当者がコメントを加え、補足する等
をする一方で参加者間で議論を行う。授業は講
義形式で行う。

西暦偶数年度開講

0BDL707 現代契約法 1 1.0 1 - 3 秋C 土4,5 558 小林 和子

契約法領域における現代的問題について理解を
深めることを目標とする。複数の契約により構
成される取引は現代において多くある。このよ
うな取引において、それぞれの契約が影響し合
うことによって生じる問題について、参加者全
員で考える。授業は講義形式で行う。

西暦偶数年度開講

0BDL708 国際会社法 1 1.0 1 - 3 大塚　章男

国際的な企業活動において提起される国内外の
会社法上の現代的諸問題を、比較法的観点を入
れつつ、検討を行うことを目標とする。授業は
主として最近の外国語文献を題材に、毎回、報
告担当者を決め、その報告をもとに科目担当者
がコメントを加え、参加者間で議論を行う。授
業は講義形式で行う。

西暦奇数年度開講

0BDL709 現代民事金融法 1 1.0 1 - 3 春C 土4,5 320 岡本 裕樹

契約交渉・担保・弁済・債権譲渡・債権回収・
債権保全などに関する最近の裁判例や文献に現
れた民法解釈論上の問題につき、ケーススタ
ディや文献講読などの方法により検討を行う。
日本法のほか、ドイツ法の素材を取り扱うこと
もある。金融法領域おける民事上の問題を検討
し、議論状況を理解することで、金融法の知識
を深めるとともに、裁判例分析や研究報告の基
礎を身に着けることを目標とする。基本的な形
式としては、毎回、報告担当者を決め、その者
による報告をもとに、受講生全員で議論を行
う。報告者は、一定の裁判例から報告対象を選
択し、その裁判例に関連する従来の裁判例や文
献を渉猟して、報告を行う。

0BDL710 企業組織再編と法 1 1.0 1 - 3

敵対的企業買収等の企業組織再編の今日的課題
について,わが国の法状況を米国等の法状況と比
較しながら,検討を行う.

西暦奇数年度開講

0BDL711 現代信託法 1 1.0 1 - 3

信託法の講義を前提として,ライフプランニング
あるいは財産の承継との関連での信託の利用,い
わゆる商事信託,資産流動化という経済活動にお
ける信託の利用など,現代的な信託を巡る諸問
題・トピックを取り上げる.

2020年度開講未定
非常勤講師



ウ　専門科目　(選択科目)　【情報テクノロジーと企業分野】

科目番号 科目名
授業
方法

単位
数

標準履修
年次

実施学期 曜時限 教室 担当教員 授業概要 備考

0BDL803 知的財産法による情報財保護 1 1.0 1 - 3 通年 応談 平嶋 竜太

情報財保護法制という視点を中心に据えて、法
解釈論に限ることなく、制度論、政策論等の多
様な視点から、今日の知的財産法全般における
諸問題を取り扱い講義形式で概説する。最新の
文献講読を基に受講者が報告と議論する。

西暦偶数年度開講

0BDL804 企業ノウハウと従業員 1 1.0 1 - 3
川田琢之、（平嶋竜
太）

雇用形態の変化、企業間競争の構造変化等の現
象に伴って、企業に蓄積される営業秘密やノウ
ハウといった情報資産の保護・管理と従業員の
労務管理をいかにバランスさせるのかという問
題は、経営・実務の上のみならず、法理論的に
も極めて重要な課題であるといえる。本科目で
は、情報資産の保護・管理の側面として知的財
産法の観点から、労務管理の側面として労働法
の観点から、それぞれ検討を行って、履修者各
自が考察の機会を得ることを目的とする。各分
野の概要は以下のとおりである。

西暦奇数年度開講

0BDL805 電子社会と法 1 1.0 1 - 3 木村 真生子

科学技術の進展が既存の法制度にどのような影
響を与え得るのかについて、参加者と共に考え
る。具体的には、AIと法、人工知能の法主体性
などについて検討する。授業はゼミ形式で行
う。各回報告担当者を決め、その報告をもとに
参加者全員で議論する。博士論文を執筆するた
めの研究へのアプローチ方法についても学ぶ。

2020年度開講せず

0BDL806 現代知的財産法 1 1.0 1 - 3 潮海 久雄

知的財産法(特許法、著作権法、商標法、不正競
争防止法ほか)における現代の重要課題につい
て、欧米との比較法をとおして検討する。主に
外国の重要な文献、裁判例を検討しつつ、わが
国の重要な学説・裁判例も比較検討する。授業
は講義およびゼミ形式で行う。

英語の文献を読めることが必
要である。
2020年度開講せず

0BDL807 欧米知的財産法 1 1.0 1 - 3 潮海 久雄

欧米の知的財産法(特許法、著作権法、商標法、
不正競争防止法ほか)における問題点や近年の動
向を検討する。主に外国の重要な文献、裁判例
を検討しつつ、わが国の重要な学説・裁判例も
比較検討する。授業は講義およびゼミ形式で行
う。

英語の文献を読めることが必
要である。
2020年度開講せず

0BDL808 アメリカ知的財産法 1 1.0 1 - 3 潮海 久雄

米国の知的財産法(特許法、著作権法、商標法、
不正競争防止法ほか)の法制度・裁判例につい
て、英語資料を参照しつつ、比較法的検討を行
う。主に外国の重要な文献、裁判例を検討しつ
つ、わが国の重要な学説・裁判例も比較検討す
る。授業は講義およびゼミ形式で行う。

英語の文献を読めることが必
要である。             2020
年度開講せず

0BDL809 比較知的財産法 1 1.0 1 - 3 春AB 土4,5 320 潮海 久雄

知的財産法(特許法、著作権法、商標法、不正競
争防止法ほか)の制度・運用について比較法の検
討を行う。主に外国の重要な文献、裁判例を検
討しつつ、わが国の重要な学説・裁判例も比較
検討する。授業は講義およびゼミ形式で行う。

英語の文献を読めることが必
要である。

不定期開講

0BDL810 知的財産法の現代的課題 1 1.0 1 - 3 秋C 土2,3 320 潮海 久雄

知的財産法(特許法、著作権法、商標法、不正競
争防止法ほか)が抱える現代の諸問題を多角的に
検討する。主に外国の重要な文献、裁判例を検
討しつつ、わが国の重要な学説・裁判例も比較
検討する。授業は講義およびゼミ形式で行う。

英語の文献を読めることが必
要である。
不定期開講

0BDL811 外国知的財産法 1 1.0 1 - 3 潮海 久雄

知的財産法(特許法、著作権法、商標法、不正競
争防止法ほか)の国際的な問題点や近年の動向を
検討する。主に外国の重要な文献、裁判例を検
討しつつ、わが国の重要な学説・裁判例も比較
検討する。授業は講義およびゼミ形式で行う。

英語の文献を読めることが要
件である。
2020年度開講せず



ウ　専門科目　(選択科目)　【社会･経済法分野】

科目番号 科目名
授業
方法

単位
数

標準履修
年次

実施学期 曜時限 教室 担当教員 授業概要 備考

0BDL903 比較労働法の基礎Ⅰ 1 1.0 1 - 3 川田琢之

労働法分野の比較法研究に必要な外国法の知
識、外国語文献の分析方法、比較法的検討の手
法について、基礎的な能力の習得を図る。出席
者の問題関心を考慮しつつ選定した、労働法分
野の外国語文献(基本的に英語文献を想定)を出
席者全員で講読し、内容の確認、内容の理解を
確認する質疑を行うほか、必要に応じて担当教
員が関連する外国法に関する解説を行う。授業
は講義形式で行うが、上記のとおり、出席者は
選定された文献を事前に読み込み、質疑等に参
加することが求められるので、その点では実質
的に演習的要素を伴う。比較労働法の基礎IIと
共通コンセプトの科目であるが、取り上げる文
献は毎年異なるものとするので、具体的な授業
内容は比較労働法の基礎IIとは異なったものと
なる。

西暦奇数年度開講

0BDL904 現代社会保障法 1 1.0 1 - 3 秋学期 応談 渡邊 絹子

社会保障法における法政策上の現代的諸問題を
取り上げ、比較法的観点も考慮しつつ、受講者
との議論を通じて論点に対する理解を深め、思
考力・論理力の養成を図ることを目的とする。
授業では、受講者が基本報告を担当し、それを
もとに参加者全員で議論する。具体的に取り上
げるテーマの選択については、受講者と相談の
上、決定する。

0BDL905 比較労働法の基礎II 1 1.0 1 - 3 通年 応談 川田 琢之

労働法分野の比較法研究に必要な外国法の知
識、外国語文献の分析方法、比較法的検討の手
法について、基礎的な能力の習得を図る。出席
者の問題関心を考慮しつつ選定した、労働法分
野の外国語文献(基本的に英語文献を想定)を出
席者全員で講読し、内容の確認、内容の理解を
確認する質疑を行うほか、必要に応じて担当教
員が関連する外国法に関する解説を行う。授業
は講義形式で行うが、上記のとおり、出席者は
選定された文献を事前に読み込み、質疑等に参
加することが求められるので、その点では実質
的に演習的要素を伴う。比較労働法の基礎Iと共
通コンセプトの科目であるが、取り上げる文献
は毎年異なるものとするので、具体的な授業内
容は比較労働法の基礎Iとは異なったものとな
る。

西暦偶数年度開講
「比較労働法の基礎」と同様
のねらいを持った科目であ
り、両科目を隔年で開講す
る。講読文献は両科目で異な
るものとし、どちらを先に受
講してもよい。春学期開始後
に履修登録者と相談の上で年
間の授業計画を決定する。

0BDL906 現代社会保障 1 1.0 1 - 3
企業年金,医療保障,比較福祉国家論など社会保
障における現代的テーマを取り上げる.

2020年度開講未定
非常勤講師

0BDL907 市場経済と競争法 1 1.0 1 - 3 岡田　律子

独占禁止法(競争法)について理解を一層深める
ため、競争法に係る文献の講読・議論を行うほ
か、適宜、競争法に関連した学生の研究テーマ
について報告・議論を行う。

2020年度開講せず



月 火 水 木 金 土
0ADL404
特許法II
潮海 久雄
117

0ADL404
特許法II
潮海 久雄
117

0ADL211
民事訴訟法
大渕 真喜子
119
　※注１　　　　　 　0BDL809

比較知的財産法
潮海 久雄

320

0ADL211
民事訴訟法
大渕 真喜子
119
0ADL025
中東・湾岸諸国法
川村　藍
320
0ADL604
租税手続法
本田 光宏
119
　※注１　 　　　　　0BDL609

米国民事訴訟法
大渕 真喜子

320
0ADL201 0ADL601 0AD0101 0ADL205 　※注１　 　　　　0ＢＤＬ607
契約法I 実務租税法学 コーポレートガバナンス 担保法I 国際課税計画Ⅰ
岡本 裕樹 栗原　克文 弥永 真生 岡本 裕樹 栗原　克文
117 119 119 117 436

0ADL302 0ADL301
国際取引法 国際私法
大塚 章男 藤澤 尚江
117 117
0ADL503
労働関係法
川田 琢之
320

0ADL201 0ADL601 0AD0101 0ADL205
契約法I 実務租税法学 コーポレートガバナンス 担保法I
岡本 裕樹 栗原　克文 弥永 真生 岡本 裕樹
117 119 119 117

0ADL302 0ADL301
国際取引法 国際私法
大塚 章男 藤澤 尚江
117 117
0ADL503
労働関係法
川田 琢之
320

集中
科目番号 科目名 実施学期 曜時限 担当教員 履修申請期間

0AA1101 法文献学 春A 集中
法学学位プログラム各教
員

応談
科目番号 科目名 実施学期 曜時限 担当教員 履修申請期間

0ADL013 知的財産法判例演習I 春学期 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL014 知的財産法判例演習Ⅱ 春学期 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL215 商事法研究Ⅰ 通年 備考欄参照 弥永 真生,木村 真生子 春Aの申請期間

0ADL218 民事法研究I 通年 応談 岡本 裕樹,小林 和子 春Aの申請期間

0ADL402 著作権法II 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL405 不正競争防止法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL407 デザイン法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL501 労働判例研究I 通年 応談 川田 琢之,渡邊 絹子 春Aの申請期間

0ADL602 租税法研究I 通年 応談 本田　光宏 春Aの申請期間

0BDL803
知的財産法による情報財
保護

通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0BDL905 比較労働法の基礎II 通年 応談 川田 琢之 春Aの申請期間

西暦偶数年度開講

西暦偶数年度開講
「比較労働法の基礎」と同様のねらいを持った科目であり、両科
目を隔年で開講する。講読文献は両科目で異なるものとし、どち
らを先に受講してもよい。春学期開始後に履修登録者と相談の
上で年間の授業計画を決定する。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて14:00-16:00。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて15:10-17:50。開講日は専攻HPに掲載。

※注１　新型コロナウィルスの感染対策として、以下の3科目については、春Bに開講　【振替については後日掲示（変更の可能性あり）】
　　　　　0BDL809　比較知的財産法
　　　　　0BDL609　米国民事訴訟法
　　　　　0BDL607　国際課税計画Ⅰ
※注２　法文献学については、開講中止

備考

西暦偶数年度開講。4月19日、5月17日、6月14日、7月12日、10
月25日、11月15日、12月13日、2021年1月17日を予定。　いずれ
も10:00-12:00。変更時には専攻HPに掲載

西暦偶数年度開講
開講時間は13:30-17:00予定。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講

（19:45～ （19:45～

21:00） 21:00）

備考

※注２

19:35） 19:35）

8時限 8時限

月 火 水 木 金

7時限

ビジネス科学研究群法学学位プログラム（博士前期課程・博士後期課程）令和２年度時間割

13:00） 13:00）

4時限 4時限

（13:45～ （13:45～

開講日 休業日

3時限 3時限

（11:45～ （11:45～

2時限

春Ａ
2時限

（10:20～ （10:20～

11:35） 11:35）

16:25） 16:25）

6時限 6時限

（16:35～ （16:35～

15:00） 15:00）

5時限 5時限

（15:10～ （15:10～

7時限

（18:20～ （18:20～

曜日

月

1 2 3 4
5 6 7 8 9 10 11
12 13 14 15 16 17 18
19 20 21 22 23 24 25
26 27 28 29 30

1 2
3 4 5 6 7 8 9
10 11 12 13 14 15 16
17 18 19 20 21 22 23
24 25 26 27 28 29 30
31

土

４
月

５
月

日 月 火 水 木 金



ビジネス科学研究群法学学位プログラム（博士前期課程・博士後期課程）令和２年度時間割
月 火 水 木 金 土

0ADL404
特許法II
潮海 久雄
117

0ADL606
国際課税法Ⅰ

（11:45～ 本田 光宏 （11:45～
119
0ADL404
特許法II
潮海 久雄
117

4時限 0ADL211 4時限
民事訴訟法

（13:45～ 大渕 真喜子 （13:45～
119

0BDL809
比較知的財産法

潮海 久雄
320

0ADL211
民事訴訟法
大渕 真喜子
119
0ADL025
中東・湾岸諸国法
川村　藍
320

0ADL604
租税手続法
本田 光宏
119

0BDL609
米国民事訴訟法

大渕 真喜子
320

0ADL202 0ADL601 0ADL301 0ADL208 0ＢＤＬ607
契約法II 実務租税法学 国際私法 会社法 国際課税計画Ⅰ
岡本 裕樹 栗原　克文 藤澤 尚江 木村 真生子 栗原　克文
117 119 117 119 436

0ADL302 0BDL701 0ADL205
国際取引法 現代株式会社法 担保法I
大塚 章男 弥永 真生 岡本 裕樹
117 320 117
0ADL503
労働関係法
川田 琢之
320

0ADL202 0ADL601 0ADL301 0ADL208
契約法II 実務租税法学 国際私法 会社法
岡本 裕樹 栗原　克文 藤澤 尚江 木村 真生子
117 119 117 119

0ADL302 0BDL701 0ADL205

国際取引法 現代株式会社法 担保法I
大塚 章男 弥永 真生 岡本 裕樹
117 320 117

0ADL503

労働関係法
川田 琢之
320

応談
科目番号 科目名 実施学期 曜時限 担当教員 備考 履修申請期間

0ADL013 知的財産法判例演習I 春学期 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL014 知的財産法判例演習Ⅱ 春学期 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL215 商事法研究I 通年 備考欄参照 弥永 真生,木村 真生子 春Aの申請期間

0ADL218 民事法研究I 通年 応談 岡本 裕樹,小林 和子 春Aの申請期間

0ADL402 著作権法II 通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0ADL405 不正競争防止法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL407 デザイン法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL501 労働判例研究I 通年 応談 川田 琢之,渡邊 絹子 春Aの申請期間

0ADL602 租税法研究I 通年 応談 本田　光宏 春Aの申請期間

0BDL803
知的財産法による情報財
保護

通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0BDL905 比較労働法の基礎II 通年 応談 川田 琢之 春Aの申請期間

西暦偶数年度開講。4月19日、5月17日、6月14日、7月12日、10
月25日、11月15日、12月13日、2021年1月17日を予定。　いずれ
も10:00-12:00。変更時には専攻HPに掲載

西暦偶数年度開講
開講時間は13:30-17:00予定。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
「比較労働法の基礎」と同様のねらいを持った科目であり、両科
目を隔年で開講する。講読文献は両科目で異なるものとし、どち
らを先に受講してもよい。春学期開始後に履修登録者と相談の
上で年間の授業計画を決定する。

8時限 8時限

（19:45～ （19:45～

21:00） 21:00）

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて14:00-16:00。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて15:10-17:50。開講日は専攻HPに掲載。

7時限 7時限

（18:20～ （18:20～

19:35） 19:35）

6時限 6時限

（16:35～ （16:35～

月 火 水 木 金

5時限 5時限

（15:10～ （15:10～

16:25） 16:25）

3時限 3時限

13:00） 13:00）

15:00） 15:00）

2時限

（10:20～ （10:20～

11:35） 11:35）

開講日 休業日

2時限

春Ｂ

曜日

月

1 2
3 4 5 6 7 8 9
10 11 12 13 14 15 16
17 18 19 20 21 22 23
24 25 26 27 28 29 30
31

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13
14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28 29 30

土

５
月

６
月

日 月 火 水 木 金



ビジネス科学研究群法学学位プログラム（博士前期課程・博士後期課程）令和２年度時間割
月 火 水 木 金 土

0ADL406
商標法
潮海 久雄
320

0ADL406
商標法
潮海 久雄
320
0ADL606
国際課税法I
本田 光宏
119

0BDL709
現代民法金融法

岡本 裕樹
320

0BDL709
現代民法金融法

岡本 裕樹
320

0ADL022 0ADL601 0ADL301 0ADL208
民事手続法演習II 実務租税法学 国際私法 会社法
大渕 真喜子 栗原　克文 藤澤 尚江 木村 真生子
556 119 117 119

0ADL503 0ADL206
労働関係法 担保法II
川田 琢之 岡本 裕樹

320 117

0ADL022 0ADL601 0ADL301 0ADL208
民事手続法演習II 実務租税法学 国際私法 会社法
大渕 真喜子 栗原　克文 藤澤 尚江 木村 真生子
556 119 117 119

0ADL503 0ADL206
労働関係法 担保法II
川田 琢之 岡本 裕樹
320 117

応談
科目番号 科目名 実施学期 曜時限 担当教員 備考 履修申請期間

0ADL013 知的財産法判例演習I 春学期 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL014 知的財産法判例演習Ⅱ 春学期 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL215 商事法研究I 通年 備考欄参照 弥永 真生,木村 真生子 春Aの申請期間

0ADL602 租税法研究I 通年 応談 本田　光宏 春Aの申請期間

0ADL218 民事法研究I 通年 応談 岡本 裕樹,小林 和子 春Aの申請期間

0ADL402 著作権法II 通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0ADL405 不正競争防止法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL407 デザイン法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL501 労働判例研究I 通年 応談 川田 琢之,渡邊 絹子 春Aの申請期間

0ADL602 租税法研究I 通年 応談 本田　光宏 春Aの申請期間

0BDL803
知的財産法による情報財
保護

通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0BDL905 比較労働法の基礎II 通年 応談 川田 琢之 春Aの申請期間

西暦偶数年度開講
開講時間は13:30-17:00予定。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
「比較労働法の基礎」と同様のねらいを持った科目であり、両科
目を隔年で開講する。講読文献は両科目で異なるものとし、どち
らを先に受講してもよい。春学期開始後に履修登録者と相談の
上で年間の授業計画を決定する。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて14:00-16:00。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて15:10-17:50。開講日は専攻HPに掲載。

（19:45～ （19:45～

21:00） 21:00）

西暦偶数年度開講。4月19日、5月17日、6月14日、7月12日、10
月25日、11月15日、12月13日、2021年1月17日を予定。　いずれ
も10:00-12:00。変更時には専攻HPに掲載

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて14:00-16:00。開講日は専攻HPに掲載。

7時限

（18:20～ （18:20～

19:35） 19:35）

8時限 8時限

月 火 水 木 金

7時限

6時限 6時限

（16：35～ （16：35～

17:50） 17:50）

5時限 5時限

（15:10～ （15:10～

16:25） 16:25）

4時限 4時限

（13:45～ （13:45～

15:00） 15:00）

3時限 3時限

（11:45～ （11:45～

13:00） 13:00）

2時限

（10:20～ （10:20～

　　11:35）

開講日 休業日

2時限

春Ｃ
曜日

月

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13
14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28 29 30

1 2 3 4
5 6 7 8 9 10 11
12 13 14 15 16 17 18
19 20 21 22 23 24 25
26 27 28 29 30 31

1
2 3 4 5 6 7 8
9 10 11 12 13 14 15
16 17 18 19 20 21 22
23 24 25 26 27 28 29
30 31

土

６
月

７
月

８
月

日 月 火 水 木 金



ビジネス科学研究群法学学位プログラム（博士前期課程・博士後期課程）令和２年度時間割
月 火 水 木 金 土

0ADL408
国際知的財産法
潮海 久雄
320
0ADL019
契約法・損害賠償法演習
小林 和子
436
0ADL306
外国競争法
岡田　律子

117

0ADL018
知的財産法演習
潮海 久雄
320
0ADL019
契約法・損害賠償法演習
小林 和子
436
0ADL607
国際課税法Ⅱ

本田　光宏
117
0ADL007
現代民法の基礎
小林 和子
119
0ADL026
金融法実務(イスラム金融)
川村藍
320
0ADL505
独占禁止法I
岡田　律子
117
0ADL007
現代民法の基礎
小林 和子
119
0ADL026
金融法実務(イスラム金融)
川村藍

320

0ADL505

独占禁止法

岡田　律子

117

0ADL608
租税争訟法
栗原　克文
117

0ADL212 0ADL506 0ADL209 0ADL008 0BDL612
上級民事訴訟法 企業の組織・活動と労働法 企業会計法 現代商法の基礎 国際租税計画Ⅱ
大渕 真喜子 川田 琢之 弥永 真生 木村 真生子 本田 光宏
117 320 119 119 320

0ADL303 0ADL504

国際経済法 社会保障法

大塚 章男 渡邊 絹子
117 117
0ADL605 0BDL608
租税計画Ⅰ 国際取引と国際私法

栗原　克文 藤澤 尚江
119 320

0ADL212 0ADL017 0ADL209 0ADL008
上級民事訴訟法 労働法演習II 企業会計法 現代商法の基礎
大渕 真喜子 川田 琢之 弥永 真生 木村 真生子
117 320 119 119

0ADL303 0ADL504
国際経済法 社会保障法
大塚 章男 渡邊 絹子
117 117

0BDL608
国際取引と国際私法

藤澤 尚江
320

応談
科目番号 科目名 実施学期 曜時限 担当教員 備考 履修申請期間

0ADL010 社会保障法演習 秋学期 応談 渡邊 絹子 秋Aの申請期間

0ADL215 商事法研究I 通年 備考欄参照 弥永 真生,木村 真生子 春Aの申請期間

0ADL218 民事法研究I 通年 応談 岡本 裕樹,小林 和子 春Aの申請期間

0ADL402 著作権法II 通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0ADL405 不正競争防止法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL407 デザイン法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL501 労働判例研究I 通年 応談 川田 琢之,渡邊 絹子 春Aの申請期間

0ADL602 租税法研究I 通年 応談 本田　光宏 春Aの申請期間

0BDL803
知的財産法による情報財
保護

通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0BDL904 現代社会保障法 秋学期 応談 渡邊 絹子 秋Aの申請期間

0BDL905 比較労働法の基礎II 通年 応談 川田 琢之 春Aの申請期間

西暦偶数年度開講
開講時間は13:30-17:00予定。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて15:10-17:50。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
「比較労働法の基礎」と同様のねらいを持った科目であり、両科
目を隔年で開講する。講読文献は両科目で異なるものとし、どち
らを先に受講してもよい。春学期開始後に履修登録者と相談の
上で年間の授業計画を決定する。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて14:00-16:00。開講日は専攻HPに掲載。

（19:45～ （19:45～

21:00） 21:00）

西暦偶数年度開講。4月19日、5月17日、6月14日、7月12日、10
月25日、11月15日、12月13日、2021年1月17日を予定。　いずれ
も10:00-12:00。変更時には専攻HPに掲載

7時限

（18:20～ （18:20～

19:35） 19:35）

8時限 8時限

月 火 水 木 金

7時限

6時限 6時限

（16:35～ （16:35～

17:50 17:50

15:00）

5時限 5時限

（15:10～ （15:10～

16:25） 16:25）

13:00）

13:00）

4時限 4時限

（13:45～ （13:45～

開講日 休業日

3時限 3時限

（11:45～ （11:45～

2時限 2時限

（10:20～ （10:20～

11:35） 11:35）

秋Ａ

労働判例研究と同日に開講

曜日

月

1 2 3
4 5 6 7 8 9 10
11 12 13 14 15 16 17
18 19 20 21 22 23 24
25 26 27 28 29 30 31
1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14
15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30

土

10
月

11
月

日 月 火 水 木 金



ビジネス科学研究群法学学位プログラム（博士前期課程・博士後期課程）令和２年度時間割
月 火 水 木 金 土

0ADL408
国際知的財産法
潮海 久雄
320
0ADL204
不動産法
小林 和子
119
0ADL306
外国競争法
岡田　律子
117
0ADL018
知的財産法演習
潮海 久雄
320
0ADL204
不動産法
小林 和子
119
0ADL607
国際課税法Ⅱ

本田　光宏
117
0ADL012
担保法演習
岡本 裕樹
434
0ADL505
独占禁止法
岡田　律子
117
0ADL012
担保法演習
岡本 裕樹
434
0ADL505
独占禁止法I
岡田　律子
117
0ADL608
租税争訟法
栗原　克文
117

0ADL213 0ADL506 0ADL305 0ADL210 0BDL612
民事執行・民事保全法 企業の組織・活動と労働法 国際民事訴訟法 金融商品取引法 国際租税計画Ⅱ
大渕 真喜子 川田 琢之 藤澤 尚江 木村 真生子 本田 光宏
117 320 320 117 320

0ADL605 0BDL706

租税計画Ⅰ 比較金融法

栗原　克文 弥永 真生
119 436

0ADL504
社会保障法
渡邊 絹子
117

0ADL213 0ADL017 0ADL305 0ADL210
民事執行・民事保全法 労働法演習II 国際民事訴訟法 金融商品取引法
大渕 真喜子 川田 琢之 藤澤 尚江 木村 真生子
117 320 320 117

0BDL706
比較金融法

弥永 真生
436

0ADL504
社会保障法
渡邊 絹子
117

応談
科目番号 科目名 実施学期 曜時限 担当教員 備考 履修申請期間

0ADL010 社会保障法演習 秋学期 応談 渡邊 絹子 秋Aの申請期間

0ADL215 商事法研究I 通年 備考欄参照 弥永 真生,木村 真生子 春Aの申請期間

0ADL218 民事法研究I 通年 応談 岡本 裕樹,小林 和子 春Aの申請期間

0ADL402 著作権法II 通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0ADL405 不正競争防止法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL407 デザイン法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL501 労働判例研究I 通年 応談 川田 琢之,渡邊 絹子 春Aの申請期間

0ADL602 租税法研究I 通年 応談 本田　光宏 春Aの申請期間

0BDL803
知的財産法による情報財
保護

通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0BDL904 現代社会保障法 秋学期 応談 渡邊 絹子 秋Aの申請期間

0BDL905 比較労働法の基礎II 通年 応談 川田 琢之 春Aの申請期間

西暦偶数年度開講。4月19日、5月17日、6月14日、7月12日、10
月25日、11月15日、12月13日、2021年1月17日を予定。　いずれ
も10:00-12:00。変更時には専攻HPに掲載

西暦偶数年度開講
開講時間は13:30-17:00予定。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて15:10-17:50。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
「比較労働法の基礎」と同様のねらいを持った科目であり、両科
目を隔年で開講する。講読文献は両科目で異なるものとし、どち
らを先に受講してもよい。春学期開始後に履修登録者と相談の
上で年間の授業計画を決定する。

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて14:00-16:00。開講日は専攻HPに掲載。

8時限 8時限

（19:45～ （19:45～

21:00） 21:00）

7時限 7時限

（18:20～ （18:20～

19:35） 19:35）

　　17：50） 　17:50）

月 火 水 木 金

16:25） 16:25）

6時限 6時限

（16:35～ （16:35～

15:00） 15:00）

5時限 5時限

（15:10～ （15:10～

13:00） 13:00）

4時限 4時限

（13:45～ （13:45～

開講日 休業日

3時限 3時限

（11:45～ （11:45～

2時限

秋Ｂ
2時限

（10:20～ （10:20～

11:35） 11:35）

労働判例研究と同日に開講

曜日

月

1 2 3 4 5 6 7
8 9 10 11 12 13 14
15 16 17 18 19 20 21
22 23 24 25 26 27 28
29 30

1 2 3 4 5
6 7 8 9 10 11 12
13 14 15 16 17 18 19
20 21 22 23 24 25 26
27 28 29 30 31

土

11
月

12
月

日 月 火 水 木 金



ビジネス科学研究群法学学位プログラム（博士前期課程・博士後期課程）令和２年度時間割
月 火 水 木 金 土

0BDL810
知的財産法の現代的課題

潮海 久雄
320

0ADL204
不動産法
小林 和子
119
0ADL028
経済法演習
岡田　律子
436

0BDL810
知的財産法の現代的課題

潮海 久雄
320

0ADL204
不動産法
小林 和子
119
0ADL028
経済法演習
岡田　律子
436

0BDL707
現代契約法

小林 和子
558

0BDL614
アメリカ証券取引法

萬澤　陽子
320

0ADL508
独占禁止法II
岡田　律子
117

0BDL707
現代契約法

小林 和子
558

0BDL614
アメリカ証券取引法

萬澤　陽子
320

0ADL508
独占禁止法II
岡田　律子
117

0ADL220 0ADL203 0ADL015 0ADL024
相続法 消費者取引と法 国際私法演習 会社法演習
岡本　裕樹 小林 和子 藤澤 尚江 木村 真生子
117 119 435 117

0ADL504 0ADL507
社会保障法 社会保障法の現代的課題
渡邊 絹子 渡邊 絹子
117 320

0ADL220 0ADL203 0ADL015 0ADL024
相続法 消費者取引と法 国際私法演習 会社法演習
岡本　裕樹 小林 和子 藤澤 尚江 木村 真生子
117 119 435 117

0ADL504 0ADL507
社会保障法 社会保障法の現代的課題
渡邊 絹子 渡邊 絹子
117 320

応談
科目番号 科目名 実施学期 曜時限 担当教員 備考 履修申請期間

0ADL010 社会保障法演習 秋学期 応談 渡邊 絹子 秋Aの申請期間

0ADL215 商事法研究I 通年 備考欄参照 弥永 真生,木村 真生子 春Aの申請期間

0ADL218 民事法研究I 通年 応談 岡本 裕樹,小林 和子  西暦偶数年度開講開講時間は13:30-17:00予定。開講日は専攻H春Aの申請期間

0ADL402 著作権法II 通年 応談 平嶋 竜太 西暦偶数年度開講 春Aの申請期間

0ADL405 不正競争防止法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL407 デザイン法 通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0ADL501 労働判例研究I 通年 応談 川田 琢之,渡邊 絹子 春Aの申請期間

0ADL602 租税法研究I 通年 応談 本田　光宏 春Aの申請期間

0BDL803
知的財産法による情報財
保護

通年 応談 平嶋 竜太 春Aの申請期間

0BDL904 現代社会保障法 秋学期 応談 渡邊 絹子 秋Aの申請期間

0BDL905 比較労働法の基礎II 通年 応談 川田 琢之 春Aの申請期間

西暦偶数年度開講。4月19日、5月17日、6月14日、7月12日、10
月25日、11月15日、12月13日、2021年1月17日を予定。　いずれ
も10:00-12:00。変更時には専攻HPに掲載

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて15:10-17:50。開講日は専攻HPに掲載。

西暦偶数年度開講
「比較労働法の基礎」と同様のねらいを持った科目であり、両科
目を隔年で開講する。講読文献は両科目で異なるものとし、どち
らを先に受講してもよい。春学期開始後に履修登録者と相談の
上で年間の授業計画を決定する。

労働判例研究と同日に開講

西暦偶数年度開講
開講時間はすべて14:00-16:00。開講日は専攻HPに掲載。
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② 履修方法等

１．法学学位プログラム（博士後期課程）の開設授業科目のうち，法学関連科目共通専門科目及び専門科目の開講科目

を中心に，必修科目９単位を含む２０単位以上を履修すること。 

なお，以下の科目については3単位を上限として修了要件となる単位として認められる。 

・学術院共通専門基盤科目，研究群共通科目

・大学院共通科目，他研究群,他学位プログラム，他専攻で修得した単位のうち，所定の要件を満たすものについ

ては，教員会議の議を経て認められる。

２．授業時間割は，２年間で，必修科目を除くすべての選択科目を履修できるように編成している。学生は各自の履修 

計画をたてて，１年次・２年次及び３年次にバランスよく配分して単位を履修することが望ましい。 

３．博士論文の作成指導は，主として必修・企業法特別研究Ⅰ～Ⅸで行われるが，次のような指導体制のもとに，一応 

６つのステージを踏んで完成に導くことを予定している。 

Ａ．指導体制： 

（ａ）法学学位プログラム会議で指名する１名(または２名)の『指導教員による指導』と，法学学位プログラム教員

全員で構成する(中間報告会における)『全体指導会議による指導』を並行して行う。 

 （ｂ）『指導教員による指導』は常時行うが，『全体指導会議による指導』はステージごとに行う。 

Ｂ．ステージ制: 

次のような予定で，論文の作成と指導を行う。 

１年次 第１ステージ（研究計画書を作成する） 

〃  第１回中間報告会・第２ステージ（全体の構想の明確化・サーベイ論文） 

〃  論文のいくつかの核となる部分を具体的に調査・執筆する 

２年次 ２年次第１回中間報告会・第３ステージ（中間論文の作成・共同指導） 

〃 論文のいくつかの核となる部分を具体的に調査・執筆する 

〃 ２年次第２回中間報告会（全体の輪郭が明らかになる） 

３年次 第４ステージ（論文ドラフトを作成する）・最終中間報告会（共同指導） 

 〃  第５ステージ（論文を確定し予備審査に入る） 

 〃  第６ステージ（正規の審査手続・課程修了） 

以上のスケジュールは，一応の目安に留まり，学生個人の進度に合わせた柔軟な運用を行う。 

中間報告会は，論文作成の進行状況を把握し，適宜これに指導を与える機会として位置づける。 

各段階ごとにテストし，次のステージへの進級をチェックするというような扱いはしない。 

なお，博士論文中間報告会は，原則として①１年次の１１月，②２年次の６月，③２年次の１２月，④最終論文作 

成直前の７月に行う。 

４．法学学位プログラムに３年以上在学し，必修科目の単位をすべて含む合計２０単位以上を修得した上， 

本学位プログラムの定める規則に従って学位論文を完成し，その審査及び最終試験に合格した者には「博士（法

学）」の学位が授与される。 

５．開設年度または単位数が異なる同一科目を修得した場合、修了要件として認められるのは、早い年度に修得した方

の科目のみである。後に修得した科目は、「その他」の科目区分として登録され、修了要件としては認められない。

注1：履修方法は，原則としてそれぞれの入学年度の便覧に記載されている履修方法に従うこと。 

注2：在学期間中にカリキュラムの変更が行われ，当該科目がなくなった場合には，必要に応じて科目の読み替えを 

 行う。 



ビジネス科学研究群　法学学位プログラム（博士後期課程）

【履修方法・修了要件】

科目区分 科目群 条件又は科目名等 修得単位数

必修
　企業法特別研究Ⅰ～Ⅸ

９

選択
11

専門科目 選択

修了単位数 ２０

　本学位プログラムに３年以上在学し，上記の履修方法に従って合計２０単位以上を修得した上，本学位プログラムの規定に
従って学位論文を完成し，その審査及び最終試験に合格した者には，「博士（法学）」の学位が授与される。

◆　その他

　上記に記載する外、履修に際しての補足事項については別紙「履修方法等」を、早期修了を含む課程修了のプロセスについて
は別紙「課程修了と学位授与について」を参照。

履修方法・修了要件

専門科目

法学関連科目　共通科目

※　履修上の注意

以下の科目については、最大３単位を上限に修了要件として認定することができる。
・研究群共通科目
・他学術院、他研究群、他学位プログラム、他専攻の科目（教員会議の議を経て認められる。）

◆　修了要件等



③ 課程修了と学位授与について 

[標準修了] 修業年限:３年 

(a)本学位プログラムに標準修業年限（3年）以上在学し，(b)本学位プログラムが定める履修

要件に沿って合計２０単位以上を修得した上，(c)本学位プログラムの定める規則に従って博士

論文を完成し，その学位審査及び最終試験に合格することにより，課程修了と学位授与が認めら

れる形態である。 

 

[在来型早期修了] 修業年限:１年以上３年未満 

指導教員等からの推薦を受け，研究科に設置された検討委員会で「優れた研究業績を上げた者」

(*1)として認定されたものについて，特別に修業年限を短縮し，課程修了と学位授与が認められ

る形態である。 

該当者は，(a)学位プログラムに１年以上３年未満在学し，(b) 本学位プログラムが定める履

修要件に沿って合計２０単位以上を修得した上，(c)本学位プログラムの定める規則に従って博

士論文を完成し，その学位審査及び最終試験に合格することにより，課程修了と学位授与が認め

られる 

(*1) 優れた研究業績を上げた者の満たすべき基準は，「当該候補者の在学中における研究成

果が２編以上の学術論文として採択されており，かつ，他の１編に相当する論文又はそれに相当

する著作物（特許等を含む）が一般の学術論文誌等の採択基準を満たしていると判断できること」

である。 

 

 [早期修了プログラム] 修業年限:１年 

入学前の同プログラムの履修認定審査において，一定の研究業績を有し１年以内に博士の学位

取得に到達可能なレベルとの認定を受けたものについて適用する形態である。 

在学中は所定の達成度評価を課し、修了に際しては「在来型早期修了」と同様に「優れた研究

業績を上げた者」(*2)としての認定が必要となる。 

 該当者は，(a)本学位プログラムに１年在学し，(b) 本学位プログラムが定める履修要件に沿

って合計２０単位以上を修得した上，(c)本学位プログラムの定める規則に従って博士論文を完

成し，その学位審査及び最終試験に合格することにより，課程修了と学位授与が認められる。 

なお，当該プログラム履修者が 1年で課程を修了できない場合は，標準修了あるいは在来型早

期修了を目指すことになる。 

(*2) 優れた研究業績を上げた者の満たすべき基準は，「当該候補者の在学中における研究成

果が１編以上の学術論文として採択されており，かつ，当該候補者の研究成果２編が論文又はそ

れに相当する著作物（特許等を含む）として高い水準にあると認められること」である。 

 

注 1   在来型あるいは早期修了プログラムにより早期修了を目指す者で，修士課程を早期修了

した者については，修士課程及び博士課程の在学期間を合わせて３年以上の在学が必要である。 

注 2   本コースにおける課程編成，研究指導，６ステージ制の博士論文作成プロセス等は，す

べて標準修了を前提として基本骨格が作られているが，在来型早期修了あるいは早期修了プログ

ラムも適用可能なように組み立てられている。 

注 3   いずれの場合も，勤務の都合や論文の作成状況に応じて，標準修業年限（３年）に加え、

在学期間の延長（通算２年）や休学（通算３年）を組み合わせることで，最大８年間まで在籍す

ることが可能である。 
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